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ドライバー確保に向け進展が期待される運賃交渉
～「2024年度上期経営者アンケート」より～

持続的な賃上げに欠かせない適正な価格転嫁

トラック事業者の多くが賃上げに取り組む

図表1 人材の維持・確保に向けた取り組み（上位5項目）

（※）経済産業Report 「2023年12月26日Vol. 37」参照

図表2 2024年度の正社員の賃上げ対応

ひろぎんHD経済産業調査部が今年4月に実施したアンケート調査によると、「人材の維持・確保」に向けて取り組
んでいることとして、トラック事業者の83.3％が「正社員の賃金の引き上げ」を挙げており、全産業（66.6％）を大きく
上回る結果となりました（図表1）。
ただし、2024年度の賃上げについては、「賃上げ実施を決定あるいは検討中」と回答した事業者は、全産業

（82.8％）を下回る73.1％にとどまっています(図表2）。

図表3 持続的な賃上げを実施する上で重要なこと
（上位4項目）

賃上げを見送る主な理由としては、「業績の低迷・悪化」
や「経営環境・経済状況の先行き不透明感」のほか、「人件
費（労務費）の価格転嫁が進まない」ことが挙げられていま
す。
また、持続的な賃上げを実施する上で重要なこととして、

「コストに見合った適正価格での販売（適正な価格転嫁）」
を挙げる割合が73.1％と突出し、全産業（41.0％）を大きく
上回っています（図表3）。
公正取引委員会は昨年11月、「労務費の適切な転嫁の

ための価格交渉に関する指針」を公表（※）しており、中小企
業の価格交渉の適正化に向けた動きは広がりつつあります。
トラック業界においても荷主企業の理解の下、円滑な物流
の維持に向けた運賃交渉の進展が期待されます。

自動車運転の業務にかかる時間外労働の上限規制がスタートし、トラック事業者は新規ドライバーの確保に加え、
既存人員の収入維持に向けた対応が迫られています。

（注）複数回答（主なものを3つまで）
（資料） 当部「2024年度上期経営者アンケート」（2024年4月実施）（図表2・3とも同じ）

（注）主なもの1つのみ

41.0

37.9

16.6

1.6

73.1

19.2

3.8

3.8

0 20 40 60 80

コストに見合った

適正価格での販売

（適正な価格転嫁）

売上・受注の拡大

生産性の向上

資源価格の安定

全産業（697社）

うち陸運（26社）

（％）

47.4

46.2

35.4

26.9

17.2

26.9

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全産業（n=715）

うち陸運（n=26）

見送る方針検討中賃上げ実施を決定

73.1

82.8
66.6

36.1

18.6

19.7

14.5

83.3

41.7

29.2

25.0

16.7

0 20 40 60 80 100

正社員の賃金の引き上げ

休暇制度の充実・

休暇取得の促進

定年の延長、撤廃

高齢者の活用

勤務形態の多様化

（短時間勤務の導入など）

全産業（n=695）

うち陸運（n=24）

（％）


